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金融情報システム開発におけるラディカルイノベーション対応に 

果たす技術企画スタッフの役割 

 

 
○成瀬博，杉原太郎，井川康夫（北陸先端科学技術大学院大学知識科学研究科） 

 

 

 
１．序論 

 企業において、持続的に競合他社に対して優位に事業を進めようとすると、長期間持続可能な価値を

顧客に提供していくことが必要である。このためには、競争情報を収集・分析することで、自社の競争

優位を維持し確実なものにしていく必要がある。特に、製品・技術開発に積極的に取り組むために必要

な開発戦略策定には、テクノロジーインテリジェンス（Technology Intelligence）（以下、ＴＩ）の考

え方と分析手法を利用することは有効であると言われている[1]。しかし、ＴＩへの取り組み方は企業

によって大きく異なるといのうが現状と考えられる。Savioz[2]や Lichtenthaler[3]が指摘するように、

ＴＩ活動を実行する組織が明示的に作られ組織的なＴＩ活動を行っている企業もあるが、ＴＩに相当す

る機能は、組織の個人個人が担っており、必要に応じてＴＩ活動をそれらの個人個人に分担して行って

いる場合もある。 

ＴＩに関する研究は、そのプロセスの研究（[3]、[4]、[5]）や実行のためのツールの研究([6]、[7]、

[8])など、ＴＩ活動を実行するという局面に対して深く行われているものの、ＴＩ活動を組織的に導入

する段階についての研究は少ない。 

本論では、ＴＩを明示的に組織の活動として組み込んでいない組織がＴＩを組織的に活用していくこ

とができるかについて、技術戦略策定のプロセスを対象に明らかにする。具体的には、金融情報システ

ム開発ビジネスの技術戦略策定のためのＴＩのプロセスモデルを提示することを目的とし、金融情報シ

ステム開発ビジネスにおける技術戦略策定のために、どのようなＴＩが求められるのかを明らかにする。 

第一に金融情報システムの特徴を、技術の利用もしくは金融情報システム自身に求められる事項につ

いて先行研究をレビューする。第二に、それらの特徴が技術戦略の策定とＴＩに与える影響について分

析し、金融情報システム開発に求められるＴＩとは何かを明らかにする。第三に、そこで明らかになっ

た金融情報システム開発に求められるＴＩを導入するための現状の課題とその解決策を事例分析によ

り明らかにする。 

２．先行研究レビュー 

Porter[8]や Lichtenthaler[3]が業界や業種に適するようなＴＩのプロセスについて研究している。

チルキー[9]は、ＴＩのプロセスを情報ニーズの確定、情報の獲得、情報の分析、情報の伝達の４つの

プロセスで説明している。Kerr ら[10]は、さらにこれらのプロセスを細分化するとともに、情報の分析

結果が情報の要求者に提供されるタイミングで、情報ニーズを調整（Co-ordinate）し、またサイクル

がまわるというコンセプトモデルを提示している。これは、情報の要求者に、識別された技術的なギャ

ップやニーズが、それまでのＴＩ活動の結果からフィードバックされ、統合されることを意味している。

さらに、このサイクルの中で、新たなニーズとなる情報の分析結果を得た場合に、情報の要求者へアラ

ートとして報告するという点が加えられている。本モデルの特徴は、ＴＩ活動のプロセスは、フィード

バックを受けながらサイクルがまわっていく点（イテレーション）と、ＴＩ活動によって、新たに識別

されたアラートが情報の要求者へ報告される点にある。 

Lichtenthaler[3]は、情報の獲得・分析のプロセスに着目し、製薬産業、通信装置産業、自動車/機

械産業の三つの産業に属する企業が利用する分析手法の頻度と、活用する情報ソースの頻度について比

較し、分析の手法にはそれぞれに特徴があり、またそれらを活用する産業にも特徴があると述べ、これ

らの特徴の差異により、産業ごとに活用する分析手法に差が生じると指摘している。このように、ＴＩ

の獲得・分析プロセスで利用される各種の手法は科学技術駆動型(Science Driven)の産業か、市場駆動

型(Market Driven)の産業で違いがあるとしている。 

 イノベーションの分類については、Garcia ら[10]がその視点によって様々な分類の方法があり、当然
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その定義自身もそれぞれ異なっていると主張する。延岡[11]によると、イノベーションを分類する要因

として最も重要なものは、革新性の程度（レベル）だとし、既存のものから、どの程度の新しいものな

のかという基準であるとした上で、革新的なイノベーション（radical innovation）と改善的なイノベ

ーション（incremental innovation）に分類できるとしている。この時の程度の基準についても、イノ

ベーション前の基準点をどこに置くかを定める必要があるとし、市場にこれまで存在しなかった場合の

み革新的という場合と、これよりも重要な基準点として、ある企業にとって革新的かどうかという点、

つまり、他の企業や市場にはこれまで存在したとしても、ある企業にとって初めてであれば、その企業

にとっては革新的であると言えるということに言及している。また、革新性の程度についても、その企

業にとって、既存の技術の延長線上で対応できる場合は改善的イノベーションであり、まったく新しい

技術が必要な場合には革新的イノベーションであると述べている。以上の延岡の指摘をまとめると、革

新的なイノベーションと改善的なイノベーションのどちらに分類するかは基準点を定義した上で、当該

企業にとって保有する技術の延長線上にあるのか否かを判断し、そのどちらに分類されるかを判断する

必要があるということになる。 

３．現状分析と問題の発見 

金融情報システムに関する記述がある文献から、その特徴を示している記述を抽出し、そのようにな

った要因を分析した。その結果、「金融・保険業分野の顧客を持つＳＥは、アンケート全体平均と比較

して非常に限られた技術の利用と着手意向しか持っていないことが顕著である。既存の技術への取り組

みという観点では、レガシー技術の利用が多い点が特徴であり、これは業界として比較的枯れた、堅実

な技術を利用する必要があることを反映してのことと思われる。[12]」に代表されるように、第１に金

融情報システムは安全性や信頼性に対する社会的な要請から基幹系システムへの新規技術の活用につ

いては保守的であるという特徴を持つ。第２に、「金融保険業界ではレガシー実績が多いが、ビジネス

グリッドやメタデータなど先端技術への着手意向が昨年以上に高くなっている。[13]」に代表されるよ

うに、金融機関が競争優位に立つという目的のために新技術の採用に関して積極的（革新的）であると

いう特徴を持つ。これらの金融情報システムの特徴は、次のように技術戦略の策定に影響を与えると考

えることができる。まず、保守的という側面については、既存技術の改善、すなわちインクリメンタル

イノベーションを指向した技術戦略が求められていると言える。革新的という側面では、あるべき姿を

起点として金融機関の提供するサービスや商品に適用できる新しい技術をとり入れる、すなわちラディ

カルイノベーションを指向した技術戦略が求められると言える。 

Lichtenthaler[3]は、産業によってＴＩで活用する方法論は異なり、これはその産業が市場駆動型か、

科学技術駆動型かによって異なるとしている。前述したインクリメンタルイノベーション対応の技術戦

略の策定の場合、情報獲得ソースは既に利用している技術や製品を提供している範囲が中心となり、例

えばリードユーザ分析など現状を起点とした分析に強みを持つ方法論を採用することになる。一方でラ

ディカルイノベーション対応の技術戦略の策定については、情報獲得のソースは現在利用していない技

術を提供している企業が中心となり、分析のための方法論もシナリオ分析など科学技術駆動型企業の採

用する方法論が考えられる。これらより、基本的なＴＩのプロセスモデルを見直すと図１に示すように

情報獲得プロセスと情報分析プロセスについては、ラディカルイノベーション対応とインクリメンタル

イノベーション対応の二つのプロセスがあることがわかる。 

次に、金融情報システム開発ビジネスを行っているＡ社Ｂ事業本部の２００９年度に行った中期計画

における技術戦略策定の流れを対象に、インクリメンタルイノベーション対応とラディカルイノベーシ

ョン対応の二つのプロセスの流れを持つＴＩ活動を

適用した時に抱える問題点を分析した。この時の技術

戦略の策定の流れは、組織のトップマネジメントから

戦略立案の方針の提示を技術企画スタッフが受け、そ

れに基づいて技術戦略の素案を作成し、それを組織の

トップマネジメントに提示しレビューを行うという

ものであった。その技術戦略策定のプロセスとＴＩの

４つのプロセスとを突き合わせて分析した結果、組織

トップからは現状の課題をベースとした戦略策定の

方針のみが示されたという点から、ラディカルイノベーションに対応するためのＴＩ活動を十分に行う

ことができていないという課題が明らかになった。尚、Ａ社Ｂ事業本部はＴＩ活動を定常的なミッショ

ンとする組織は明示的に存在せず、必要なタイミングで個人に依存する形でＴＩに相当する活動が行わ

－589－



れている。 

４．問題の分析と問題解決案の提示 

 Ａ社Ｂ事業本部において技術情報の獲得や分析といった活動がどのように行われているか、また、テ

クノロジーイテンテリジェンスにつながる技術動向などについての調査が必要と考えられているかと

いう点について、技術面でのトップマネジメント（Ｘ氏）、部長級（Ｙ氏）、課長級（Ｚ氏）にインタビ

ューを実施した。その結果、技術戦略の策定や計画立案のために技術動向やトレンドを知る必要性を感

じつつも、組織としてそれらを十分に実行できていないということがわかった。とくに、インクリメン

タルイノベーションに対応するＴＩ活動は、トップマネジメントが顧客から必要性を感じているために

実行できるが、ラディカルイノベーションに対応するＴＩ活動が十分に実行できていないことがわかっ

た。 

 これまでのＴＩのプロセスに関する研究では、意思決定者による情報ニーズの確定がＴＩ活動のスタ

ートになる。Ｂ事業本部のような場合は、意思決定者である組織のトップマネジメントがラディカルイ

ノベーションに対する情報ニーズを確定できていない。この問題の解決策として、情報ニーズの確定プ

ロセスを意思決定者であるトップマネジメントからではなく、情報提供者である技術企画スタッフが主

導して、日常業務の中で情報ニーズを確定するきっかけを提供する事があろう。具体的には、技術企画

スタッフが仮定した技術戦略策定に有効と考えられる技術動向に関する情報を、１カ月に１回の連絡会

議の中で組織トップに報告することを行うのである。 

５．問題解決案の実行と結果の分析 

 本論では、前記の問題解決案に基づいて、Ａ社

Ｂ事業本部を対象として、月１回の連絡会議にて

技術企画スタッフである筆者が、技術動向等に関

する報告を行った。また、その効果を評価するた

めに、３回の問題解決策の実行後、Ｂ事業本部の

技術面でのトップであるＸ氏に本施策の有効性

についてインタビューを行った。それらの結果を

表１に示す。Ｘ氏へのインタビューの結果、「も

う少し時間をとって説明を加えてもらったほう

が良い」、「（技術企画スタッフからの）プッシュ

型という訳ではないが、（本活動を）継続しても

らったほうが良い。そういった情報を見えるようにしておきたい」など、肯定的な発言を得た。つまり、

従来の意思決定を行うためのＴＩのプロセスモデルの事前の段階として、意思決定者と情報提供者の間

での情報ニーズの明確化を図ることを目的とし、技術企画スタッフが情報ニーズを仮定して、それに基

づいたＴＩ活動の結果を意思決定者に伝達するというプロセスが有効であることが明らかになったと

言える。ここで、事前の情報ニーズの確定を目的としたプロセスを「情報ニーズ探索型プロセス」とし、

従来の情報ニーズが確定し意思決定を目的とした

プロセスを「情報ニーズ確定型プロセス」とする（図

２）。 

６．結論と含意 

金融情報システムは、基幹システムに対しては保

守的であるという特徴を持ち、既存技術を起点とし

たインクリメンタルイノベーションへ対応した技

術戦略を策定する。一方で、金融機関自身が競争優

位に立つために新技術を採用した新しい情報シス

テムの取り組みにも積極的である。そのためにはラ

ディカルイノベーションに対応した技術戦略も策定する。これらのイノベーションへ対応した技術戦略

を策定する時には、ＴＩの四つのプロセスのうち、情報の獲得と情報の分析プロセスについては、情報

のソースや情報の分析方法がインクリメンタルイノベーション対応とラディカルイノベーション対応

のプロセスでは異なるため、インクリメンタルイノベーション対応のプロセスとラディカルイノベーシ

ョン対応のプロセスの二つを持つことが明らかになった。 

インクリメンタルイノベーション対応のＴＩ活動に対するニーズは組織のトップが明確に持ってい

るために、ＴＩ活動は組織として自律的にスタートする。しかし、ラディカルイノベーション対応のＴ
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Ｉ活動に対するニーズについては、組織トップが明確なニーズを持つ余裕がなくなっているという背景

から、技術企画スタッフが情報ニーズを仮定して、情報ニーズを明確にするための事前分析のプロセス

としてＴＩの「情報ニーズ探索型プロセス」を意識的に行う事が有効であることを明らかにした。 

これらの結論から金融情報システム開発ビジネスの技術戦略策定におけるＴＩ活動として、図３に示

す「テクノロジーインテリジェンスのフロントローディングモデル」を提示する。これは、技術企画ス

タッフが情報ニーズを仮定し、組織トップとの間で情報ニーズを確定することを目的とした「情報ニー

ズ探索型プロセス」と、意思決定のためのＴＩのプロセスに基づく「情報ニーズ確定型プロセス」でな

り、情報の獲得ならびに分析プロセスは、インクリメンタルイノベーション対応とラディカルイノベー

ション対応を持っている。 

理論的含意として、金融情報シ

ステム開発ビジネスにおいて情

報ニーズの確定が十分に行うこ

とができない組織にＴＩ活動を

導入するには「情報ニーズ探索型

プロセス」を導入した、「テクノ

ロジーインテリジェンスプロセ

スのフロントローディングモデ

ル」が有効なモデルであることを

提示した。また、金融情報システ

ム開発ビジネスのＴＩプロセス

にはラディカルイノベーション

対応とインクリメンタル対応の

二つのプロセスがあることを明らかにした。実務的含意として、金融情報システム開発ビジネスの技術

戦略策定においては、技術企画スタッフが情報ニーズを仮定し情報ニーズを確定する事前調査の後に、

意思決定のためのＴＩ活動が必要であることを明らかにした。 
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